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【表紙】 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月14日 

【四半期会計期間】 第145期第３四半期 

(自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日) 

【会社名】 株式会社福島銀行 

【英訳名】 THE FUKUSHIMA BANK, LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  紺 野 邦 武 

【本店の所在の場所】 福島県福島市万世町２番５号 

【電話番号】 024(525)2525(代表) 

【事務連絡者氏名】 専務取締役企画本部長  菅 野 則 夫 

【最寄りの連絡場所】 埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地 

 大宮アネックスビル４階 

株式会社福島銀行 大宮支店 

  

【電話番号】 048(643)2830(代表) 

【事務連絡者氏名】 支店長  星  昌 吾 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社福島銀行 大宮支店 

 (埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地 

  大宮アネックスビル４階) 

 

 

(注) 大宮支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所で

はありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供する場所とし

ております。 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期
連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３ 平成21年度第３四半期連結累計期間、平成21年度第３四半期連結会計期間及び平成22年度第３四半期連結会
計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。平成21年度及び平成22年度第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１
株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４  当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に
該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ その
他」中、「(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額
等」の「①損益計算書」にもとづいて掲出しております。 

  なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③１株当たり四半期純損益金
額等」に記載しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成21年度
第３四半期 
連結累計期間

平成22年度
第３四半期 
連結累計期間

平成21年度
第３四半期 
連結会計期間

平成22年度 
第３四半期 
連結会計期間

平成21年度

 

(自平成21年
４月１日 

12月31日) 
至平成21年

(自平成22年
４月１日 

12月31日) 
至平成22年

(自平成21年
10月１日 

12月31日) 
至平成21年

(自平成22年 
10月１日 

12月31日) 
至平成22年

(自平成21年
４月１日 

３月31日) 
至平成22年

経常収益 百万円 13,189 12,066 4,317 3,733 18,320 

経常利益 
（△は経常損失） 

百万円 △1,958 447 △ 2,287 △198 241 

四半期純利益 
（△は四半期純損失） 

百万円 △2,012 440 △ 2,467 △195 ――

当期純利益 百万円 ―― ―― ―― ―― 388 

純資産額 百万円 ―― ―― 22,447 24,211 24,603 

総資産額 百万円 ―― ―― 623,043 627,058 607,779 

１株当たり純資産額 円 ―― ―― 97.05 104.67 106.45 

１株当たり四半期純利益 
金額（△は１株当たり四
半期純損失金額） 

円 △8.75 1.91 △10.73 △0.85 ――

１株当たり 
当期純利益金額 

円 ―― ―― ―― ―― 1.69 

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額 

円 ― ― ― ― ――

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

円 ―― ―― ―― ―― ―

自己資本比率 ％ ―― ―― 3.58 3.83 4.02 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 32,841 30,052 ―― ―― 8,853 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △18,646 △40,983 ―― ―― △5,288

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 49 △230 ―― ―― △250

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

百万円 ―― ―― 46,260 24,170 35,330 

従業員数 人 ―― ―― 543 532 539 
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当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容に

ついては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における従業員数 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、嘱託及び臨時従業員（当第３四半期連結会計期間末人員）293人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

  

(2) 当行の従業員数 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、嘱託及び臨時従業員（当第３四半期会計期間末人員）278人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

３ 従業員数は、執行役員 4名を含んでおりません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) 532 
[291] 

従業員数(人) 509 
[276] 
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第２ 【事業の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載

しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

また、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び

連結子会社)が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

（金融経済環境） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）における国内の金融経済

環境は、海外経済の緩やかな回復傾向により製造業を中心に徐々に立ち直りを見せ始めたほか、株式市

場がやや持ち直してきているものの、円高による影響や厳しい雇用・所得環境を背景に、本格的な景気

回復には至っていない状況が続いております。 

一方、当行企業グループの主たる営業基盤である福島県内の経済情勢を見ると、政府による各種政策

効果の終了や変更により消費動向が弱含みに推移しており、厳しい雇用・所得情勢と併せて、全体とし

ては低迷が続いております。設備投資を見ても、製造業の一部には持ち直しの動きが見られるものの、

積極的な設備投資には至っておらず、非製造業を含めた全体で見た場合でも設備投資の動きが少ない状

況にあります。 

このような状況の中で、当行は①「現場力の強化」、②「人材の育成」、③「業務の高度化」の３つ

を柱とした中期経営計画「地力強化計画」に取り組んでおり、現場力の強化を通じた顧客サービスの向

上と地域密着型営業の推進に努めております。 

  

（預貸金等の状況） 

当第３四半期連結会計期間末の預金(譲渡性預金を含む)は、当第３四半期連結会計期間中36億円増加

し、5,869億円となりました。これは主に、個人預金の増加によるものです。 

一方、貸出金につきましては、当第３四半期連結会計期間中29億円減少し、残高は4,330億円となり

ました。これは主に、住宅ローンを中心とした個人向け貸出については増加したものの、企業の設備投

資意欲が依然低迷していることから事業性貸出が減少したことによるものです。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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有価証券は、当第３四半期連結会計期間中354億円増加し、1,414億円となりました。 

  

（収益の状況） 

当第３四半期連結会計期間の経常収益は、前第３四半期連結会計期間比584百万円減少し、3,733百万

円となりました。これは主に、貸出利回りが低下し、貸出金利息が減少したことによるものです。 

一方、経常費用は、前第３四半期連結会計期間比2,673百万円減少し、3,931百万円となりました。こ

れは主に、預金利回りの低下により預金利息が減少したことに加え、保有株式の減損処理が減少したこ

と及び不良債権処理費用が減少したことによるものです。 

この結果、当第３四半期連結会計期間の経常損益は、経常費用の減少により前第３四半期連結会計期

間比で2,089百万円改善しました。しかしながら、不良債権処理費用について前第３四半期連結会計期

間比では減少したものの、取引先の倒産等に備えて貸倒引当金繰入額を830百万円計上した結果、198百

万円の経常損失となりました。 

四半期純利益につきましては、前第３四半期連結会計期間比2,271百万円損失が減少し、195百万円の

四半期純損失となりました。 

  

（セグメント情報ごとの業績の状況） 

当第３四半期連結会計期間のセグメント情報ごとの業績につきましては、経常収益について「銀行

業」は3,156百万円、「リース業」は527百万円となりました。セグメント利益は、「銀行業」は335百

万円の損失、「リース業」は46百万円の利益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末の連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、投

資活動による支出を主因として、当第３四半期会計期間中26,363百万円減少し、24,170百万円となりま

した。  

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加及び貸出金の減少により資金が増加したことを

主因として、当第３四半期連結会計期間中9,398百万円のプラス（前第３四半期連結会計期間は

20,720百万円のプラス）となりました。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出を主因として、当第３四半期連

結会計期間中35,761百万円のマイナス（前第３四半期連結会計期間は12,358百万円のマイナス）とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当第３四半期連結会計期間中0百万円のマイナス（前第３

四半期連結会計期間は49百万円のプラス）となりました。 
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

国内・国際業務部門別収支 

資金運用収支は、貸出金利回りの低下による貸出金利息収入の減少を主因として、前第３四半期連

結会計期間比152百万円減少し2,298百万円となりました。 

役務取引等収支は、役務取引等費用の減少を主因として、前第３四半期連結会計期間比20百万円増

加し277百万円となりました。 

その他業務収支は、国債等債券売却益の減少により、前第３四半期連結会計期間比108百万円減少

し、4百万円となりました。 

  

 
(注) １  「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。 

２  「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。 

３  資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結会計期間 1百万円、当第３四半期連結会計期

間 0百万円）を控除して表示しております。 

４  相殺消去額(△)は、グループ内の取引額であります。 

５  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息(内書き)であります。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第３四半期連結会計期間 2,414 35 ― 2,450 

当第３四半期連結会計期間 2,273 25 ― 2,298 

 うち資金運用収益 
前第３四半期連結会計期間 2,840 54 △17 (18) 

2,877 

当第３四半期連結会計期間 2,598 39 △13 (14) 
2,624 

 うち資金調達費用 
前第３四半期連結会計期間 426 18 △17 (18) 

427 

当第３四半期連結会計期間 325 14 △13 (14) 
325 

役務取引等収支 
前第３四半期連結会計期間 252 1 3 257 

当第３四半期連結会計期間 272 0 4 277 

 うち役務取引等 
 収益 

前第３四半期連結会計期間 515 2 △7 510 

当第３四半期連結会計期間 475 1 △8 468 

 うち役務取引等 
 費用 

前第３四半期連結会計期間 263 0 △10 253 

当第３四半期連結会計期間 202 1 △12 191 

その他業務収支 
前第３四半期連結会計期間 112 0 ― 112 

当第３四半期連結会計期間 3 0 ― 4 

 うちその他業務 
 収益 

前第３四半期連結会計期間 112 0 ― 112 

当第３四半期連結会計期間 3 0 ― 4 

 うちその他業務 
 費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

役務取引等収益は、前第３四半期連結会計期間比42百万円減少し、468百万円となりました。主な

要因は、預金・貸出業務に関する手数料収入が減少したことによるものです。 

一方、役務取引等費用は、前第３四半期連結会計期間比62百万円減少し、191百万円となっており

ます。 

  

 
(注) １  「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。 

２  「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。 

３  「相殺消去額(△)」は、グループ内の取引額であります。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第３四半期連結会計期間 515 2 △7 510 

当第３四半期連結会計期間 475 1 △8 468 

 うち預金・貸出 
 業務 

前第３四半期連結会計期間 196 ― △6 190 

当第３四半期連結会計期間 176 ― △7 168 

 うち為替業務 
前第３四半期連結会計期間 141 2 △1 141 

当第３四半期連結会計期間 136 1 △1 137 

 うち証券関連業務 
前第３四半期連結会計期間 4 ― ― 4 

当第３四半期連結会計期間 3 ― ― 3 

 うち代理業務 
前第３四半期連結会計期間 6 ― ― 6 

当第３四半期連結会計期間 5 ― ― 5 

 うち保護預かり・ 
 貸金庫業務 

前第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0 

当第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0 

 うち保証業務 
前第３四半期連結会計期間 42 ― ― 42 

当第３四半期連結会計期間 13 ― ― 13 

 うち保険窓販業務 
前第３四半期連結会計期間 6 ― ― 6 

当第３四半期連結会計期間 16 ― ― 16 

 うち投信窓販業務 
前第３四半期連結会計期間 119 ― ― 119 

当第３四半期連結会計期間 123 ― ― 123 

役務取引等費用 
前第３四半期連結会計期間 263 0 △10 253 

当第３四半期連結会計期間 202 1 △12 191 

 うち為替業務 
前第３四半期連結会計期間 31 0 ― 32 

当第３四半期連結会計期間 30 1 ― 31 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注) １  「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。 

２  「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。 

３  預金の区分は、次のとおりであります。 

   流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

   定期性預金＝定期預金＋定期積金 

４  「相殺消去額(△)」は、グループ内の取引額であります。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 579,594 55 △781 578,868 

当第３四半期連結会計期間 574,826 127 △301 574,652 

 うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 199,545 ― △578 198,966 

当第３四半期連結会計期間 208,757 ― △262 208,495 

 うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 379,097 ― △203 378,894 

当第３四半期連結会計期間 364,812 ― △39 364,773 

 うちその他 
前第３四半期連結会計期間 951 55 ― 1,007 

当第３四半期連結会計期間 1,256 127 ― 1,384 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 12,330 ― ― 12,330 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 579,594 55 △781 578,868 

当第３四半期連結会計期間 587,156 127 △301 586,982 
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 
  

 
(注) １ 「国内業務部門」とは、国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。 

２ 「国際業務部門」とは、国内店の外貨建取引であります。 

業種別
平成21年12月31日 平成22年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 426,835 100.00 433,074 100.00 

 製造業 34,042 7.98 33,573 7.75 

 農業，林業 871 0.20 1,101 0.25 

 漁業 289 0.07 307 0.07 

 鉱業，採石業，砂利採取業 444 0.10 463 0.11 

 建設業 26,905 6.30 26,662 6.16 

 電気・ガス・熱供給・水道業 221 0.05 1,694 0.39 

 情報通信業 2,829 0.66 4,660 1.08 

 運輸業，郵便業 14,947 3.50 12,317 2.84 

 卸売業，小売業 41,930 9.82 41,695 9.63 

 金融業，保険業 17,653 4.14 20,324 4.69 

 不動産業，物品賃貸業 41,213 9.66 44,396 10.25 

 その他の各種サービス業 56,506 13.24 54,237 12.52 

 国・地方公共団体 33,315 7.81 34,537 7.98 

 その他 155,662 36.47 157,097 36.28 

国際業務部門 ― ― ― ―

合計 426,835 ―― 433,074 ――
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第３ 【設備の状況】 

１ 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 230,000,000 230,000,000 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 230,000,000 230,000,000 ―― ――

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年12月31日 ― 230,000 ― 18,127,739 ― ―
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
  

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」の株式数の欄は、全て当行保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権

18個）含まれております。 

３ 「単元未満株式」の株式数の欄には、当行所有の自己株式21株を含んでおります。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年12月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 163,000 ―― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 229,069,000 229,069 ―

単元未満株式 普通株式 768,000 ―― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 230,000,000 ―― ――

総株主の議決権 ―― 229,069 ――

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社福島銀行 

福島県福島市万世町
２番５号 163,000 ― 163,000 0.07 

計 ―― 163,000 ― 163,000 0.07 
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりで

あります。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

 
  

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 64 57 53 52 51 50 49 47 51 

最低(円) 51 49 50 50 49 48 43 41 46 

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役企画本部長 
兼経営企画室長

専務取締役企画本部長 菅 野 則 夫 平成22年10月４日
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産

及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠して

おります。 

なお、前第３四半期連結会計期間(自平成21年10月１日 至平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成

し、当第３四半期連結会計期間(自平成22年10月１日 至平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自平成22年４月１日 至平成22年12月31日)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成してお

ります。 

  

２ 当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等については、「２ その他」に記載しております。 

  

３ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(自平成21年10

月１日 至平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日 至平成21年12月31

日)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自平成22年10月１日 至平成22年12月31

日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成22年４月１日 至平成22年12月31日)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 25,477 36,291

商品有価証券 53 186

金銭の信託 1,673 1,723

有価証券 ※4  141,422 ※4  101,143

貸出金 ※1  433,074 ※1  443,190

外国為替 201 33

リース債権及びリース投資資産 ※2  3,314 3,418

その他資産 8,422 8,312

有形固定資産 ※3  13,466 ※3  13,971

無形固定資産 892 913

繰延税金資産 5,941 5,960

支払承諾見返 ※4  748 ※4  883

貸倒引当金 △7,629 △8,249

資産の部合計 627,058 607,779

負債の部   

預金 574,652 569,249

譲渡性預金 12,330 －

借用金 2,650 1,062

外国為替 0 －

社債 3,700 3,700

その他負債 4,214 3,556

退職給付引当金 2,192 2,245

役員退職慰労引当金 161 199

睡眠預金払戻損失引当金 61 46

利息返還損失引当金 0 2

再評価に係る繰延税金負債 1,098 1,098

負ののれん 1,036 1,131

支払承諾 ※4  748 ※4  883

負債の部合計 602,847 583,176

純資産の部   

資本金 18,127 18,127

資本剰余金 5,688 5,688

利益剰余金 977 777

自己株式 △14 △13

株主資本合計 24,779 24,579

その他有価証券評価差額金 △1,349 △727

土地再評価差額金 626 616

評価・換算差額等合計 △722 △110

少数株主持分 153 134

純資産の部合計 24,211 24,603

負債及び純資産の部合計 627,058 607,779

― 15 ―



 (2)【四半期連結損益計算書】 
   【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

経常収益 13,189 12,066

資金運用収益 8,762 8,017

（うち貸出金利息） 7,828 7,249

（うち有価証券利息配当金） 906 750

役務取引等収益 1,357 1,433

その他業務収益 566 505

その他経常収益 2,503 2,109

経常費用 15,147 11,619

資金調達費用 1,334 994

（うち預金利息） 1,216 874

役務取引等費用 741 694

その他業務費用 281 0

営業経費 6,072 5,988

その他経常費用 ※1  6,718 ※1  3,940

経常利益又は経常損失（△） △1,958 447

特別利益 212 170

償却債権取立益 212 170

特別損失 182 54

固定資産処分損 51 18

減損損失 131 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,928 563

法人税等 112 102

少数株主損益調整前四半期純利益  460

少数株主利益又は少数株主損失（△） △27 20

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,012 440
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 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,928 563

減価償却費 688 730

減損損失 131 －

負ののれん償却額 △153 △94

持分法による投資損益（△は益） △14 △9

貸倒引当金の増減（△） 2,788 1,122

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 △52

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 30 △38

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △5 14

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △1 △1

資金運用収益 △8,762 △8,017

資金調達費用 1,334 994

有価証券関係損益（△） 1,364 △165

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 8 49

固定資産処分損益（△は益） 51 18

貸出金の純増（△）減 19,515 8,374

預金の純増減（△） 6,775 5,403

譲渡性預金の純増減（△） － 12,330

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

51 1,587

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △1,263 △345

コールローン等の純増（△）減 5,000 －

外国為替（資産）の純増（△）減 △99 △168

外国為替（負債）の純増減（△） － 0

資金運用による収入 8,796 7,892

資金調達による支出 △1,551 △825

その他 73 724

小計 32,864 30,085

法人税等の支払額 △23 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,841 30,052

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △79,665 △116,969

有価証券の売却による収入 36,064 59,378

有価証券の償還による収入 26,782 16,835

有形固定資産の取得による支出 △1,293 △118

無形固定資産の取得による支出 △517 △168

有形固定資産の売却による収入 － 59

有形固定資産の除却による支出 △16 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,646 △40,983
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 － △229

少数株主からの払込みによる収入 50 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 49 △230

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,244 △11,160

現金及び現金同等物の期首残高 32,016 35,330

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  46,260 ※1  24,170
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【継続企業の前提に関する事項】 

  

該当事項はありません。 

  
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

  

【表示方法の変更】 

  

 
  

  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１  会計処理基準に関する事項の変更 

 
(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成20年３

月31日)を適用しております。 

これにより、経常利益は0百万円、税金等調整前四半期純利益は

35百万円それぞれ減少しております。また、当会計基準等の適用開

始による資産除去債務の変動額は35百万円であります。 

(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令(平成21年３月24日内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１ 税金費用の計算  法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算して

おりますが、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控除項目

は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

２ 繰延税金資産の回収可能性の判断  繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発

生状況について中間連結会計期間末から大幅な変動がないと認めら

れるため、当該中間連結会計期間末の検討において使用した将来の

業績予測及びタックス・プランニングの結果を適用しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１ 税金費用の処理  一部の連結子会社の税金費用は、当第３四半期累計期間を含む年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じること

により算出しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 3,011百万円

延滞債権額 12,229百万円

３ヵ月以上延滞債権額 11百万円

貸出条件緩和債権額 578百万円

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 5,641百万円

延滞債権額 13,338百万円

３ヵ月以上延滞債権額 60百万円

貸出条件緩和債権額 576百万円

※２ 担保に供している資産 

企業集団の事業の運営において重要なものであ

り、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。 

リース投資資産 789百万円

           ――― 

 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

 14,650百万円

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,311百万円

※４ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は1,290百万円であります。 

※４ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は1,470百万円であります。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ その他経常費用には、貸出金償却408百万円、貸

倒引当金繰入額2,788百万円及び株式等償却1,614百

万円を含んでおります。 

※１ その他経常費用には、貸出金償却801百万円、貸

倒引当金繰入額1,122百万円及び株式等償却258百万

円を含んでおります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

(単位：千株) 

 
  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 
  

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在 

   

現金預け金勘定 48,628

定期預け金 △212

普通預け金 △1,742

その他の預け金 △412

現金及び現金同等物 46,260

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成22年12月31日現在 

現金預け金勘定 25,477

定期預け金 △212

普通預け金 △613

その他の預け金 △480

現金及び現金同等物 24,170

 
当第３四半期

連結会計期間末株式数

発行済株式 

 普通株式 230,000 

自己株式 

 普通株式 163 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 229 1.00 平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

３ 各区分の主な事業の内容 

   (1) 銀行業関連事業…………銀行業務等 

   (2) リース業その他事業……リース業務・クレジット業務・信用保証業務等 

  

【所在地別セグメント情報】 

経常収益は全て本邦におけるものであるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

  

【国際業務経常収益】 

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

  

  

 
銀行業 
関連事業 
(百万円)

リース業
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

経常収益   

 (1) 外部顧客に対する 
   経常収益 10,960 2,229 13,189 ― 13,189 

 (2) セグメント間の内部 
   経常収益 90 63 154 (154) ―

計 11,050 2,293 13,343 (154) 13,189 

経常利益（△は経常損失） △2,301 250 △2,050 91 △1,958
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

なお、当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務及び信用保証業務な

どの金融サービスを展開しております。 

当行グループは、業種に特有の規制環境及びサービス別のセグメントから構成されており、「銀行

業」及び「リース業」の２つを報告セグメントとしております。また、クレジット業務及び信用保証業

務については「その他」に含めております。 

  

２  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジット業務及び信用保証

業等を含んでおります。 

  

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注) 一般企業の四半期連結損益計算書の営業利益に代えて、経常利益を記載しております。 

  

４ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号平成20年３月21日)を適用しております。 

  

 報告セグメント(百万円） その他 
(百万円)

合計
(百万円) 銀行業 リース業 計

経常収益   

  外部顧客に対する経常収益 10,209 1,587 11,796 175 11,972 

  セグメント間の内部経常収益 79 53 132 13 146 

計 10,288 1,640 11,929 188 12,118 

セグメント利益 
(△はセグメント損失) 109 106 216 △3 212 

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 216 

「その他」の区分の利益 △3 

セグメント間取引消去 140 

負ののれんの償却額 94 

四半期連結損益計算書の経常利益 447 
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(金融商品関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日現在) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

は、次表には含めておりません。 

 
(注) １ 現金預け金の時価の算定方法 

   預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

２ 有価証券の時価の算定方法 

   株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。投

資信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関等から提示された基準価格によっております。 

   自行保証付私募債は、発行体の内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規発行を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

   変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりましたが、

「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」(企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月

28日)に基づき、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると

判断し、当四半期連結会計期間末においては、合理的に算定された価額をもって四半期連結貸借対照表計上

額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価

証券」は746百万円増加し、「その他有価証券評価差額金」は同額増加しております。 

   変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティ等か

ら見積もった将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定してお

り、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

   なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項につ

いては「(有価証券関係)」に記載しております。 

３ 貸出金の時価の算定方法 

   貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

   なお、貸出金に含まれる仕組ローンについては、取引金融機関等から提示された価格によっております。

また、住宅ローン流動化債権については、同様の新規貸出を行った場合に想定される利率にて割引した価格

と取引金融機関から提示された価格等を用いております。 

   また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結会計期間末における四半期連結貸借対照表価

額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

４ 預金の時価の算定方法 

   要求払預金については、四半期連結会計期間末に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしてお

ります。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現

在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。

５ 譲渡性預金の時価の算定方法 

   預入期間が短期間であり、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

６ デリバティブ取引 

   金利スワップの特例処理を行っているデリバティブ取引については、ヘッジ対象と一体として取扱い、当

該デリバティブ取引の時価をヘッジ対象の時価に含めて記載しております。 
  

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

現金預け金 25,477 25,477 ―

有価証券 140,785 140,449 △336

貸出金 433,074  

 貸倒引当金 △7,629  

 425,444 430,303 4,858 

預金 574,652 575,025 372 

譲渡性預金 12,330 12,330 ―
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(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成22年12月31日現在) 

  

 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの(平成22年12月31日現在) 

  

 
 (注) その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対

照表計上額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」とい

う。)しております。 

 当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、株式240百万円であります。 

 なお、減損処理にあたっては、当第３四半期連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復の可能性を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。 

  

  

 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

社債 1,290 1,271 △18

その他 7,576 7,257 △318

 外国証券 7,576 7,257 △318

合計 8,866 8,529 △336

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 4,997 4,696 △300

債券 109,055 109,230 174 

 国債 86,233 86,236 2 

 地方債 1,861 1,862 0 

 社債 20,960 21,131 170 

その他 19,222 17,992 △1,229

 外国証券 12,460 12,454 △6

 投資信託 6,662 5,438 △1,223

 その他 100 100 ―

合計 133,275 131,919 △1,355
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(金銭の信託関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日現在) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比して著しい変動

がないため、記載を省略しております。 

  
  

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(資産除去債務関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日現在) 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比して著しい

変動がないため、記載を省略しております。 

  

  (注) 第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用

しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首における残高と

しております。 

  

  

(賃貸等不動産関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日現在) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

  

１  １株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 
(注) １ １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
２ なお、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

 
当第３四半期連結会計期間末

(平成22年12月31日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 104.67 106.45 

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期純
損失金額(△) 

円 △8.75 1.91 

  (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益金額又は 
 四半期純損失(△) 

百万円 △2,012 440 

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 ― ―

普通株式に係る四半期
純利益又は四半期純損
失(△) 

百万円 △2,012 440 

 普通株式の期中平均 
 株式数 

千株 229,846 229,840 
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(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等 

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う

会社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四

半期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。 

  

① 損益計算書 

(単位：百万円) 

 
  

  

 
  

２ 【その他】

 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

経常収益 4,317 3,733 

 資金運用収益 2,859 2,610 

  （うち貸出金利息） 2,551 2,335 

  （うち有価証券利息配当金） 299 269 

 役務取引等収益 510 468 

 その他業務収益 112 4 

 その他経常収益 834 649 

経常費用 6,605 3,931 

 資金調達費用 410 312 

  （うち預金利息） 374 269 

 役務取引等費用 253 191 

 その他業務費用 ― ―

 営業経費 1,949 1,989 

 その他経常費用 ※1      3,992  ※1      1,438

経常損失（△） △2,287 △198

特別利益 36 56 

 償却債権取立益 36 56 

特別損失 133 1 

 固定資産処分損 1 1 

 減損損失 131 ―

税金等調整前四半期純損失（△） △2,384 △143

法人税等 38 31 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △175

少数株主利益 44 20 

四半期純損失（△） △2,467 △195

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※１ その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,780百

万円及び株式等償却570百万円を含んでおります。 
 

※１ その他経常費用には、貸倒引当金繰入額830百万

円及び株式等償却136百万円を含んでおります。 
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② セグメント情報 

（事業の種類別セグメント情報） 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

３ 各区分の主な事業の内容 

   (1) 銀行業関連事業…………銀行業務等 

   (2) リース業その他事業……リース業務・クレジット業務・信用保証業務等 

  

（所在地別セグメント情報） 

経常収益は全て本邦におけるものであるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

  

（国際業務経常収益） 

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

  

 
銀行業 
関連事業 
(百万円)

リース業
その他事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

経常収益   

 (1) 外部顧客に対する 
   経常収益 3,575 742 4,317 ― 4,317 

 (2) セグメント間の内部 
   経常収益 22 20 43 (43) ―

計 3,598 763 4,361 (43) 4,317 

経常利益（△は経常損失） △2,467 208 △2,259 (28) △2,287
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(セグメント情報) 

１  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日) 

  

 
(注) １ 一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジット業務及び信用保証

業等を含んでおります。 

  
  

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注) 一般企業の四半期連結損益計算書の営業利益に代えて、経常利益を記載しております。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

  

 報告セグメント(百万円） その他 
(百万円)

合計
(百万円) 銀行業 リース業 計

経常収益   

  外部顧客に対する経常収益 3,135 509 3,645 56 3,702 

  セグメント間の内部経常収益 20 17 38 4 43 

計 3,156 527 3,684 60 3,745 

セグメント利益 
(△はセグメント損失) 

△335 46 △289 3 △285

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 △289 

「その他」の区分の利益 3 

セグメント間取引消去 55 

負ののれんの償却額 31 

四半期連結損益計算書の経常利益 △198 
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③ １株当たり四半期純損益金額等 

  

 
(注) １ １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
２ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式がないので記載しておりません。 

  

 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純損失 
金額（△） 

円 △10.73 △0.85

  (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純損失金額 

 四半期純損失（△） 百万円 △2,467 △195

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 ― ―

 普通株式に係る 
 四半期純損失（△） 

百万円 △2,467 △195

 普通株式の期中平均 
 株式数 

千株 229,845 229,837 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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株式会社福島銀行 

 
  

 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社福島銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福島銀行及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年２月８日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 深  田  建 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 谷  藤  雅  俊 ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  
 

株式会社福島銀行 

 
  

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社福島銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福島銀行及び連結子会社の平成22

年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年２月４日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 深  田  建 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 谷  藤  雅  俊 ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月14日 

【会社名】 株式会社福島銀行 

【英訳名】 THE FUKUSHIMA BANK, LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  紺 野 邦 武 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 福島県福島市万世町２番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 株式会社福島銀行 大宮支店 

 （埼玉県さいたま市大宮区宮町二丁目81番地 

  大宮アネックスビル４階） 

 

 (注) 大宮支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所で

はありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供する場所とし

ております。 

 



当行取締役社長紺野邦武は、当行の第145期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


